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佐原広域交流拠点ＰＦＩ事業に関する受託契約書 
 

 

１．事業名  佐原広域交流拠点ＰＦＩ事業 

２．事業場所 千葉県香取市佐原イ 3981-2 地先他（本宿耕地地先） 

３．事業期間 契約締結の日から平成３７年３月３１日まで 

４．契約金額  

 

 

 上記の事業について、契約担当官 関東地方整備局長 北橋 建治と香取市長 宇井 

成一は、次のとおり契約を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この契約は、佐原広域交流拠点ＰＦＩ事業（以下「本事業」という。）を実施する

に当たり、関東地方整備局長 中島 威夫及び香取市長 宇井 成一が平成１９年４月

２４日付けで締結した佐原広域交流拠点ＰＦＩ事業の実施に関する協定書（以下「実施

協定書」という。）に基づき、契約担当官 関東地方整備局長 北橋 建治（以下「甲」

という。）が香取市長 宇井 成一（以下「乙」という。）から別紙実施計画書及び図面

のとおり受託する事務の詳細を定めると共に、受託事務の実施にともない必要となる事

項を定めるものとする。 
 
（用語の定義） 
第２条 本契約において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによ

る。 
一 「専有部分」とは、建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号）第

２条第３項に定める専有部分をいう。 
二 「本施設」とは、本事業により整備される河川管理施設、公の施設及び付帯施設の

総称をいう。 

三 「国施設」とは、国が整備する施設、国が維持管理する施設及び国が運営を行う

施設の総称をいう。 
四 「香取市施設」とは、香取市が整備する施設、香取市が維持管理する施設及び香

取市が運営を行う施設の総称をいう。 
五 「ＰＦＩ法」とは、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法

律（平成１１年法律第１１７号）をいう。 
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六 「受託事務」とは、本契約に基づき甲が乙から受託する事務の総称をいう。 
七 「選定企業」とは、実施協定書及び本契約に基づき契約担当官及び支出負担行為担

当官 関東地方整備局長（以下、「契約担当官等」という。）が実施するＰＦＩ法に基

づく民間事業者の選定等における入札手続により落札者となり、本事業の設計企業、

監理企業、建設企業、維持管理・運営企業として選定された民間事業者をいう。 
八 「事業者」とは、本事業の実施のみを目的とする特別目的会社であり、選定企業が

基本協定に基づき会社法（平成１７年法律第８６号）に定める株式会社として設立す

る会社をいう。 
九 「基本協定」とは、契約担当官等が落札者との間で締結する本事業の実施に必要な

基本的事項を定める協定をいう。 
十 「事業契約」とは、契約担当官等が事業者との間で締結する本事業の実施に関する

契約をいう。 
十一 「三者覚書」とは、関東地方整備局長、乙及び事業者の三者において、本事業の

実施に関する本契約、事業契約及び維持管理・運営業務委託契約に定める規定が、三

者間の相互の権利義務関係を規定していることを相互に確認することを目的とした覚

書をいう。 
十二 「業務要求水準書」とは、契約担当官等が本事業の入札手続において配布した業

務要求水準書をいい、選定企業が入札手続において提出した事業計画書に基づいて事

業契約締結時までに業務要求水準書が変更された場合及び事業契約に基づき業務要求

水準書が変更された場合は、それらの変更を含むものとする。 
十三 「事業計画書」とは、選定企業が本事業の実施に関して提案した一切の資料をい

う。 
十四 「維持管理・運営業務委託契約」とは、乙が事業者との間で締結する本事業のう

ち香取市施設の維持管理・運営業務の委託契約をいう。 
十五 「香取市分委託費」とは、香取市施設に係る香取市分施設整備費をいう。 
十六 「香取市負担割合」とは、本契約において国土交通省と香取市の共有部分に対す

る香取市が費用等を分担する割合をいい、共有部分を含む施設における国の「専有部

分」の費用と香取市の「専有部分」の費用の比率に基づき定める割合をいう。 
 
（受託範囲） 
第３条 甲は、乙から以下の各号に掲げる事務を受託する。 

一 香取市分委託費の積算 
二 香取市施設における事業を実施する民間事業者の選定及び基本協定の締結 
三 香取市が整備する施設における事業契約の締結 
四 香取市が整備する施設における設計、建設及び工事監理の適正かつ確実な実施の確

保を図るための措置 
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五 香取市が整備する施設の設計、建設及び工事監理の業務完了後の検査 
六 前各号の実施に伴い必要となるその他の事務 

２ 甲は、前項の各号に掲げる事務を処理するときは、国土交通省において定めた、事務

処理の例により行うものとする。 
３ 受託事務の内容を変更する必要が生じた場合には、甲乙協議して変更するものとする。

ただし、軽微な変更については、この限りではない。 
 
（作業日程表及び資金計画表） 
第４条 甲は、この契約を締結したときは、速やかに、作業日程表及び資金計画表を作成

し、乙に提示するものとする。これらを変更しようとするときも同様とする。 
２ 二以上の国の会計年度にわたる契約の場合、資金計画表はその各年度に提示するもの

とする。 
３ 乙は、前２項の資金計画表に基づいて、事業の進捗に支障のないよう、経費の支出準

備をするものとする。 
 
（契約の締結及び債務の引き受け） 
第５条 甲は、会計法（昭和２２年法律第３５号）第２９条の３に定める契約の方法によ

り、ＰＦＩ法に従い、本事業を実施する民間事業者の選定を行うものとする。 
２ 甲は、落札者と基本協定を締結し、落札者に事業者を設立させるものとする。 
３ 甲は、事業者と、国施設及び香取市が整備する施設における事業契約を締結するもの

とする。 
４ 乙は、前項の規定により甲が締結した事業契約における香取市分委託費を事業者に対

して直接かつ単独に負担するものとする。 
５ 乙は、香取市分委託費を事業契約に定める期日までに事業者に支払わなければならな

い。 
 
（経費の負担範囲及び年度区分） 
第６条 乙は、甲が受託事務を実施するために必要な、次の各号に掲げる経費を負担する

ものとする。 
一 直接人件費（受託事務に直接に従事する職員の職員俸給とする。） 
二 間接人件費（受託事務に直接に従事する職員の扶養手当、調整手当、職員諸手当、

超過勤務手当、退職手当、公務災害補償費及び国家公務員共済組合負担金並びに受託

事務に間接的に従事する職員の人件費とする。） 
三 旅費（職員旅費及び日額旅費とする。） 
四 間接庁費（諸謝金、庁費及び工事雑費とする。） 
五 調査費、測量及び試験費、船舶及び機械器具費、営繕費及び宿舎費 
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六 消費税及び地方消費税相当額 
七 香取市分委託費 
八 その他受託事務処理に伴い必要を生じた経費 

２ 平成２０年度以降の前項第七号以外の経費については、年度毎に別に定める。 

 

（経費の積算方法） 

第７条 前条各号に上げる経費の各費目の解釈及び積算方法は、国土交通省において定め

た事務処理の例による。 

 

（請負契約等） 
第８条 この受託事務を実施するために必要な請負契約、資器材の購入契約及びその他の

第三者との契約は、甲が締結する。 
２ 前項の契約に基づいて徴収した遅延利息又は違約金等がある場合には、当該金額を精

算の対象にするものとする。 
 

（経費の支払方法） 

第９条 第６条の規定により乙が負担すべき経費の支払い方法は、次の各号に定めるとこ

ろによるものとする。 
一 第６条第１項第一号から第六号までに掲げる経費については、甲の歳入徴収官関東地

方整備局総務部長の発行する納入告知書により、国庫に納入するものとする。 
二 第６条第１項第七号及び第八号に掲げる経費については、甲又は甲の指定する職員が

証明する金額を遅滞なく直接債権者に支払うものとする。 
２ 乙は、前項第一号の納入告知書に定めた期間内に納入しないときは、納付期限の翌日

から納付の日までの日数につき、年５％の割合で計算した額の延滞金を支払うものとする。 
 
（増加経費の負担等） 
第１０条 次の各号に掲げる場合は、乙が、当該各号に掲げる経費のうち、香取市負担割

合に相当する経費を負担する。 
一 本契約の締結後における法令の変更又は新設により、事業契約に基づき甲及び乙の

負担する増加費用が生じた場合、当該増加費用。 
二 本契約の締結後における消費税及び地方消費税の税率変更により、事業契約に基づ

き甲及び乙の負担する増加費用が生じた場合、当該増加費用。 
三 業務要求水準書の変更により、事業契約に基づき甲及び乙の負担する増加費用が生

じた場合、当該増加費用。 
四 設計変更等により、事業契約に基づき甲及び乙の負担する増加費用が生じた場合、

当該増加費用。 
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五 本事業に関する損害が発生したことにより、事業契約に基づき甲及び乙の負担する

損害が生じた場合、当該損害の賠償額。 
六 物価又は賃金の高騰により、事業契約に基づき甲及び乙の負担する増加費用が生じ

た場合、当該増加費用。 
七 天災その他不可抗力により、事業契約に基づき甲及び乙の負担する損害額が生じた

場合、当該損害額。 
八 その他、事業契約に基づき甲及び乙の負担する増加費用又は損害額が生じた場合、

当該増加費用又は損害額。 
２ 甲は、前項第１号から第５号及び第８号に定める経費が甲のみの責めに帰すべき事由

又は甲若しくは国施設にのみ該当する事項により生じた場合は、前項の規定にかかわら

ず当該経費の全てを甲が負担するものとする。 
３ 乙は、第１項第１号から第５号及び第８号に定める経費が乙のみの責めに帰すべき事

由又は乙若しくは香取市施設にのみ該当する事項により生じた場合は、第１項の規定に

かかわらず当該経費の全てを乙が負担するものとする。 
 
（経費の経理及び積算） 
第１１条 甲は、経理事務の処理については、国の会計法令により処理し、この契約期間

終了後、速やかに、この経理に関わる精算書を乙に送付するものとする。 
２ 甲は、精算の結果、受託金額に残額が生じたときは、乙に返還するものとする。 
 
（残存物の処理） 
第１２条 甲は、この受託事務により生じた残存物件がある場合には調書を添えて、乙に

引き渡すものとする。 
 
（事業契約に定める乙の権利義務等） 
第１３条 甲及び乙は、事業契約に定めのある乙の権利及び義務が乙に帰属することを確

認する。 
 
（香取市施設の引き渡し） 
第１４条 甲は、事業者から本施設の引き渡しを受けた後、速やかに本施設のうち香取市

が整備する施設を乙に引き渡すものとする。 
 
（業績等の監視等） 
第１５条 甲は、事業者による香取市施設の整備に係る実施状況及び業績（以下「業績等」

という。）について事業者に報告を求め、それぞれの業務の業績等が業務要求水準書及び

事業計画書に従い、要求水準を達成していることの確認を行う。 
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２ 甲は、前項の確認の結果、要求水準が達成されていない場合には、乙に確認した内容

を報告するものとする。 
３ 乙は、第１項に定める業績等の監視により甲が確認した内容について、報告を求める

ことができるものとする。 
 
（報告及び協議） 
第１６条 甲は、以下の各号に掲げる場合は、発生した内容について乙に通知又は報告し、

その対応について甲と乙の間で協議するものとする。 
一 不可抗力により本事業の継続が困難になった場合 
二 甲が必要と認めて工事の全部又は一部の施工を一時中止する場合 
三 その他事業契約上甲及び乙が共同して行為するとされている事項を処理する場合 

 
（事業契約及び維持管理・運営業務委託契約の解除） 
第１７条 甲は、事業契約に定める甲の契約解除権を行使する場合は、あらかじめ乙と協

議し、乙の合意を経た後に事業契約を解除する。 
２ 乙は、甲が前項の定めるところにより事業契約を解除した場合は、事業契約の解除と

同時に維持管理・運営業務委託契約を解除する。 
３ 乙は、維持管理・運営業務委託契約に定める乙の契約解除権を行使する場合は、あら

かじめ甲と協議し、甲の合意を経た後に維持管理・運営業務委託契約を解除する。 
４ 甲は、乙が前項の定めるところにより維持管理・運営業務委託契約を解除した場合は、

維持管理・運営業務委託契約の解除と同時に事業契約を解除する。 
 
（解除に伴う費用負担） 
第１８条 乙は、甲が前条第１項又は第４項の定めるところにより事業契約を解除した場

合は、事業契約の定める乙が事業者に支払う費用を直接かつ単独に負担するものとする。 
２ 甲の責めに帰すべき事由により、事業者が事業契約を解除した場合における甲乙間の

費用負担は、以下の各号に従う。 
一 乙は、事業契約の定める乙が事業者に支払う費用（損害賠償を除く。）を直接かつ単

独に負担する。 
二 甲は、事業者から事業契約の解除による損害賠償の請求がなされた場合は、その全額

を甲が負担するものとし、乙は負担しない。 
三 乙は、事業者から維持管理・運営業務委託契約の解除による損害賠償の請求がなされ、

乙が事業者にその支払いを行った場合には、乙はその全額を甲に求償できる。 
３ 乙の責めに帰すべき事由により事業者が事業契約を解除した場合における甲乙間の費

用負担は以下の各号に従う。 
一 乙は、事業契約の定める乙が事業者に支払う費用（損害賠償を除く。）を直接かつ単
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独に負担する。 
二 甲は、事業者から事業契約の解除による損害賠償の請求がなされ、甲が事業者にその

支払いを行った場合には、甲はその全額を乙に求償できる。 
三 乙は事業者から維持管理・運営業務委託契約の解除による損害賠償の請求がなされた

場合は、乙がその支払いを行う。 
４ 第２項及び第３項の場合において、甲又は乙に生じた損害については、相手方に損害

賠償請求せず、各々が負担するものとする。 
 
（本施設の引き渡し前における解除に伴う措置） 
第１９条 甲及び乙は、事業契約に基づき、本事業を継続することができないとして本施

設の検査に合格した出来形部分の所有権を取得・保持する場合には、甲が当該出来形部分

のうち香取市負担割合を除く部分、乙が香取市負担割合に応じた部分をそれぞれ取得・保

持するものとする。 
 
（完了報告） 
第２０条 甲は、受託事務を完了したときは、受託事務完了報告書を乙に提出するものと

する。なお、工事の場合にあっては、工事完了時に竣工調書を添えて、乙に提出するも

のとする。 

 

（契約変更） 

第２１条 この契約を変更する必要が生じた場合には、甲乙協議して行うものとする。 

 

（契約の解除） 

第２２条 甲は、次の各号に該当するときは、この契約を解除することができる。 

一 乙が経費を負担しないとき。 

二 乙の行為が受託事務の進捗に支障をきたしたとき。 

 三 受託事務の処理が、本来の事業を遂行するのに重大な支障をきたすに至ったとき。 

 

（有効期間） 

第２３条 この契約の有効期間は、契約締結の日から精算完了の日までとする。 

 

（その他） 

第２４条 この契約の内容に疑義を生じた場合、又はこの契約に定めのない事項について

は、必要に応じて、甲乙協議して定めるものとする。 
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 この契約の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各自１通を保有する。 
 
 
平成１９年１０月２４日 
 
 
 
 
甲 埼玉県さいたま市中央区新都心２－１ 
 
  契約担当官 関東地方整備局長 北 橋 建 治 
 
 
乙 千葉県香取市佐原ロ２１２７番地 
  香 取 市 
   香 取 市 長       宇 井 成 一 


